
環境負荷

事業活動における環境負荷

省エネルギー･省資源活動

環境にイイこと、プラス。

環境負荷

　私たち物流部は、環境負荷削減に向けて「一括配送」「混載推進」等でCO2の発生の抑制に取り組んでいます。その結果、以下のとおりにな
りました。
●エネルギー使用量は、原油換算で4,746kℓ、前年比102.5％
●輸送量は、4,500万t-km、前年比102.3％（輸送距離2,425万km）
●エネルギーの使用に伴って発生するCO2排出量1万2,612t-CO2、前年比102.5％、原単位では、100.4％
●段ボール購入金額（弥富センター購入分）は、3,550万円、前年比111％
　各センターにもデジタコ、ドライブレコーダー等で「エコ運転の啓蒙」に努めています。来期には北陸、山静にて統合センターが稼働予定で、さ
らなる物流の効率化を目指していきます。
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＞＞＞エネルギー使用量の推移　※データは、各年度とも当年2月21日～翌年2月20日までのものです。

2013年度のCO2換算係数は下記より換算しました。
●電気…環境省ホームページ温室効果ガス排出量　算定・報告・公表制度について　電気事業者別のCO2排出係数（2012年度実績）（平成25年12月18日公表）　●水道…独立行政法人国立環境研究所「水道に関するCO2排出原単位の算定
根拠」（環境省推奨）　●ガス・石油…環境省ホームページ温室効果ガス排出量　算定・報告・公表制度について　算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧（平成22年3月改訂後）
※二酸化炭素排出量：●調整後排出係数…電気事業者の調節後排出係数（京都メカニズムクレジット・国内認証排出削減量を加味している）　●単位面積時間当たりの使用量…CO2排出量／営業面積×営業時間

単位面積時間当たりの使用量
（単位：W/H.㎡）

（年度）

昨年に引き続き照明設備関連、空調
設備関連、冷蔵設備関連など積極的
に節電に取り組みましたが、営業時間
延長の店舗が増えたことや常用発電
から売電に切り替えた店舗の影響で増
加になりました。

単位面積時間当たりの使用量
（単位：リットル/H.㎡）

（年度）

（年度）

水道から井戸水への切り替え効果によ
り、減少に繋がりました。今後は雨水
利用や節水トイレの採用などにより削
減を図ります。

単位面積時間当たりの使用量
（単位：リットル/H.㎡）

（年度）

（年度）

営業時間延長の店舗が増え、空調の
利用時間が増えたことで増加になりまし
た。今後は効率の良い設備転換によ
り削減を図ります。

単位面積時間当たりの使用量
（単位：cc/H.㎡）

（年度）

（年度）

常用発電機から売電に切り替えた店
舗の影響で大きく減少しました。今後
は効率の良い設備転換により削減を
図ります。

単位面積時間当たりの排出量
（単位：g-CO2/H.㎡）

（年度）

（年度）

実排出係数による排出量は増加したものの、
東京電力、中部電力、北陸電力の調整後
排出係数の削減効果により調整後排出係数
による排出量はかなりの減少となりました。
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電気（単位：千kWh） 石油（単位：千リットル） 二酸化炭素排出量（単位：t-CO2）水道（単位：千㎥） ガス（単位：千㎥）

実排出係数 調整後排出係数

＞＞＞3社の電気使用に伴う二酸化炭素の調整後排出係数

電気供給事業者 平成24年度
 (t-CO2/kWh)

平成25年度
 (t-CO2/kWh)

東京電力株式会社
中部電力株式会社

0.000463
0.000469
0.000546

0.000406
0.000373
0.000494北陸電力株式会社

　ユニーの事業活動の中で環境負荷の大きな原因は、店舗でのエネルギー使用です。店舗では、照明や空調・食品の冷蔵・冷凍の陳列ケー
スなどに電気やガスなどのエネルギーを使います。また、商品の輸送や冷蔵・冷凍保管の倉庫などでも多くのエネルギーを使用しています。こ
れらのエネルギーは化石燃料（石油、石炭、天然ガスなど）から得ているため、地球温暖化の原因といわれているCO2などを排出しています。
それ以外にも、店舗から排出する廃棄物やお客様が商品と一緒に持ち帰る容器包装も大きな環境負荷の原因になります。
　ユニーでは、これらの原因を明らかにし、環境負荷の低減に努め、エコ・ファースト企業として持続可能な社会を目指します。 

■ 省エネ活動
　店舗や事務所ではできるだけ電気を使わないよう、基本照明やスポット照明の消灯、屋外照明の消灯、空調の基本設定を28℃にするなどの
節電を全店で実施し、電気・ガス・石油・水道の使用量を削減する努力をしています。

　環境省主導のライトダウンキャンペーンに参加しま
した。これは、「CO2削減／ライトダウンキャンペーン」
の一環で、6月21日（夏至の日）と7月7日（クール・
アースデー）両日の夜8時から10時までの2時間を特
別実施日として設定し、商業施設や家庭での消灯を
呼びかけたものです。また、日本縦断クールアース
デープロジェクト2014にも賛同し参加しました。

ライトダウンキャンペーンに参加

　「必要な場所で必要な時だけ点灯する」と、店舗の
バックヤードや事務所の電灯にはプルスイッチ（紐）を
つけています。特にバックヤードには、作業や設置場
所の状況を調べ、一つひとつのスイッチに「常に点灯」
「必要な時だけ」を表示しました。

バックヤードの照明

　店舗では、エネルギー使用量の削減を目的に
月に1度、省エネルギー推進委員会を開催して
います。メンバーは、店長や各副店長の管理職
に設備担当や専門店代表者などで構成されてい
ます。毎月の電気、ガス、水道などの使用量の
推移を確認し、削減についての施策を検討し具
体的に実施しています。

省エネルギー推進委員会

企業は事業活動（事業所の維持・商品の輸送など）をするうえで、地球環境にマイナスの影響を及ぼしています。
これを環境負荷といいます。
ユニ－はこれらの環境負荷をできるだけ出さないよう、継続的に軽減していくよう、
その原因を調べ対策を考え行動していくことを、従業員や関係者がそれぞれの役割の中で実践しています。

低炭素社会

環境負荷削減に向けての取り組み
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